別記様式第１号（第３関係）

島根県国産農産物生産基盤強化等対策費補助金交付申請書

番    　号　
年  月  日　

　島根県知事　様
住　　所　　　　　　　
 市町村長　（氏　名）　

　令和〇年度において、下記のとおり事業を実施したいので、島根県国産農産物生産基盤強化等対策費補助金交付要綱第３の規定により、島根県国産農産物生産基盤強化等対策費補助金〇〇〇円の交付を申請します。

記
１　市町村実施計画総括表
　　注）別記様式のとおりとする。

　※添付書類
　　・市町村の本補助金交付に関する規定又は要綱
　　・畜産クラスター実施要領別紙１に基づき作成された実施計画書又は国内肥料実施要領別紙２及び３に基づき作成された実施計画書
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別記様式第２号（第４関係）

[bookmark: _Hlk222931343]島根県国産農産物生産基盤強化等対策費補助金変更承認申請書

番　　　号　
年　月　日　

　島根県知事　様
住　　所　　　　　　　
市町村長　（氏　名）　

　令和〇年〇月〇日付け指令畜第〇〇号をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、下記のとおり〇〇（注１）したいので、島根県国産農産物生産基盤強化等対策費補助金交付要綱第４の規定に基づき申請します。

記
　理由


（注）１　変更の場合は「変更」、中止の場合は「中止」、廃止の場合は「廃止」とする。
交付決定を受けた実施計画書の変更箇所を加筆修正したページを添付して提出すること。
なお、添付書類については、交付申請書に添付したもののうち、変更があったものを添付すること。（申請時以降変更のない場合は省略できる。）

２　補助金の額が増額する場合は、件名の「島根県国産農産物生産基盤強化等対策費補助金変更承認申請書」を「島根県国産農産物生産基盤強化等対策費補助金の変更及び追加交付申請書」とし、本文中の「下記のとおり〇〇したいので、島根県国産農産物生産基盤強化等対策費補助金交付要綱第４の規定により申請します。」を「下記のとおり変更したいので、島根県国産農産物生産基盤強化等対策費補助金交付要綱第４の規定により、補助金〇〇〇円を追加交付されたく申請します。」とする。




別紙様式第３号（第５関係）

島根県国産農産物生産基盤強化等対策費補助金概算払請求書

番　　　号　
年　月　日　

　島根県知事　様
住　　所　　　　　　　
市町村長　（氏　名）　

　令和〇年〇月〇日付け指令畜第〇〇号をもって交付決定通知のあった事業について、下記により〇〇〇円を概算払によって交付されたく申請します。

記

	事業実施主体名
	取組主体名
	交 付 決 定
	月　日現在
予定出来高
	補　　助　　金
	事業完了予定年月日
	備考

	
	
	事業費
	補助金
(A)
	事業費
	補助金
	既受領額
(B)
	今回請求額(C)
	残　額
(A-B-C)
	
	

	
	
	  円
	    円



	    円
	    円
(   %)
	     円
(   %)

	     円
(   %)
	   円
(   %)
	
	

	
	
	
	



	
	(   %)
	(   %)
	(   %)
	(   %)
	
	

	
	
	
	



	
	(   %)
	(   %)
	(   %)
	(   %)
	
	

	
	
	
	



	
	(   %)
	(   %)
	(   %)
	(   %)
	
	

	計
	
	
	



	
	(   %)
	(   %)
	(   %)
	(   %)
	
	



(注)１ 「交付決定」には補助金の交付決定（変更があった場合は変更承認後）の額を記入すること。
２ 「　月　日現在予定出来高」は、請求日又はその日以降における予想出来高が確実に見込まれ
る日現在を記入すること。
３ 「(   %)」には、(A)を100％とする割合を記入すること。


別記様式第４号（第６関係）

島根県国産農産物生産基盤強化等対策費補助金遂行状況報告書

番　　　号　
年　月　日　

　島根県知事　様

市町村長　（氏　名）　

　令和〇年〇月〇日付け指令畜第〇〇号をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、島根県国産農産物生産基盤強化等対策費補助金交付要綱第６の規定に基づき、その遂行状況を下記のとおり報告します。

記

	区　　分
	総事業費
	事　業　の　遂　行　状　況
	備　考

	
	
	12月31日までに完了したもの
	１月１日以降に実施するもの
	

	
	
	事業費
	出来高比率
	事業費
	事業完了予定
年月日
	

	



	        円



	     円



	        ％



	     円



	  



	






（注）「区分」の欄には、別表の「区分」の欄に記載された事項について記載すること。
　　　「事業費」の欄には、事業の出来高を金額に換算した額を記載すること。








別記様式第５号（第７関係）

島根県国産農産物生産基盤強化等対策費補助金実績報告書

番　　　号　
年　月　日　

　島根県知事　様
住　　所　　　　　　　
市町村長　（氏　名）　

　令和〇年〇月〇日付け指令畜第〇〇号をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、交付決定通知の内容に従い実施したので、島根県国産農産物生産基盤強化等対策費補助金交付要綱第７の規定により、その実績を報告します。
　なお、併せて精算額として島根県国産農産物生産基盤強化等対策費補助金〇〇〇円の交付を請求します。

（注）１　交付申請時に提出した実施計画書を参考に実績書を作成し添付すること。ただし、事業の実績が交付申請の内容と同様のときは、「なお、事業の実績内容等は、交付申請の内容と同様でした。」と加筆し、計画書の添付は省略すること。
　　　２　軽微な変更があったときは、交付決定を受けた実施計画書に変更箇所を加筆修正し添付すること。
３　事業実施主体に対し、補助金の交付を完了した年月日を記載すること。
４　添付書類については、支払経費ごとの内訳を記載した資料、帳簿の写し又は補助金調書の写し及び確認のための資料（出来高設計書、財産管理台帳の写し等）を添付し、経費以外に係るものについては、補助金交付申請書又は変更承認申請書に添付したもののうち、変更があったものに限り添付すること。（経費見合いのものについては、申請時以降変更のない場合は省略できる。）








別記様式第６号（第７関係）

島根県国産農産物生産基盤強化等対策費補助金消費税等仕入控除税額報告書

番　　　号　
年　月　日　

　島根県知事　様

                                           　　　　　市町村長　（氏　名）　

　令和〇年〇月〇日付け指令畜第〇〇号をもって交付決定通知のあった島根県国産農産物生産基盤強化等対策費補助金について、島根県国産農産物生産基盤強化等対策費補助金交付要綱第７の３の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　補助金等交付規則第11条の補助金の額の確定額　　　　　　　 金〇〇〇円
　　（令和　年　月　日付け指令畜第　号による額の確定通知額）

２　補助金の確定時に減額した消費税等仕入控除税額      　　　  金〇〇〇円

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税等仕入控除
　　税額　　　　　　                                          金〇〇〇円

４　補助金返還相当額（３－２）                                金〇〇〇円

５　当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載
　［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

６　当該補助金に係る消費税等仕入控除税額がない場合、その理由を記載
　［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

（注）事業実施主体別の内訳資料、その他参考となる資料を添付すること。


別記様式第７号（第10関係）

契約に係る指名停止等に関する申立書

年　月　日　

　［事業実施主体等］　殿

所在地
商号又は名称
代表者

　当社は、貴殿発注の○○契約の競争参加に当たって、当該契約の履行地域について、現在、島根県及び農林水産省の機関から○○契約に係る指名停止の措置等を受けていないことを申立てます。
また、この申立てが虚偽であることにより当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申立てません。


（注）１　○○には、「工事請負」、「物品・役務」のいずれかを記載すること。
２　この申立書において、農林水産省の機関とは、本省内局及び外局、施設等機関、地方支分部局並びに農林水産技術会議事務局筑波事務所をいう。
３　「指名停止の措置等」の「等」は、公正取引委員会から私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第７条第２項の規定に基づく排除措置命令又は同法第７条の２第1項の規定に基づく課徴金納付命令を受けた者であって、その命令の同一事案において他者が農林水産省の機関から履行地域における指名停止措置を受けた場合の当該公正取引委員会からの命令をいう。
　　なお、当該命令を受けた日から、他者が受けた指名停止の期間を考慮した妥当な期間を経過した場合は、この限りではない。
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別記様式

Ⅱ　事業の内容及び計画

１　対象となる事業の内容等

（１）事業費 （千円）

補助金 市町村費 その他

円 円 円 円

取組主体：

事業内容：

取組主体：

事業内容：

取組主体：

事業内容：

　事業費

　附帯事務費

　計

2　事業完了予定年月日 ：令和　　年　　月　　日

(注)　１　「事業概要」「事業費」「負担区分」の欄は、市町村全体で概略を記入すること。

　　　２　備考欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円 うち補助金○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかで

　　　　ない場合には「含税額」とそれぞれ記入するとともに、同税額を減額した場合には計及び合計の蘭の備考の欄に合計額（「除税額○○○円 うち補助金○○○円」）を記入すること。



Ⅰ　事業の目的



備考

負　担　区　分

事業費 事業概要 事業実施主体名

合　　計


